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397,673,597      100.0 73,225             397,746,822      100.0 1.9 395,803,652 0.5 

令和7年度各会計別予算額調（令和7年11月議会追加分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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令和 7年度 11 月追加補正予算について 

 

■会計別補正予算の内訳 

  （単位：千円） 

区  分 一般会計 特別会計 企業会計 計 

１ 給与改定等に係るもの 113,241 ▲432 ▲39,584 73,225 

合 計 113,241 ▲432 ▲39,584 73,225 

※特別会計は「観光施設事業特別会計」、「国民健康保険事業特別会計」、「中央卸売市場事業特別会計」、「介護保険事業特別会計」、「診療所事業特別会計」及び「後

期高齢者医療事業特別会計」。 

 

※企業会計は、「水道事業会計」及び「下水道事業会計」。 



 

■一般会計補正予算（第５号）の内容  

１ 給与改定等に係るもの                          【113,241 千円】 

・議員給与費、職員給与費ほか 

 

■特別会計補正予算の内容 
観光施設事業特別会計において、「グラバー園管理費職員給与費」など、6 特別会計において補正予算を計上。 

 

 

■企業会計補正予算の内容 
水道事業会計において、「職員等給与費」など、2 企業会計において補正予算を計上。 

 



Ⅰ 一般会計予算 113,241 千円

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

 1 款（議会費）　～　10款（教育費） 113,241

1 給与改定等             113,241 人事課

 補正額 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

113,241 -        -        -        -          113,241   

人事院勧告に基づく民間給与との較差に伴う給与改定の増及び中途
退職に伴う減、退職手当の見込の減、諸手当等の見込の増減など、
職員等給与費及び会計年度任用職員の報酬等を補正するもの。

1.給与改定に伴うもの（会計年度任用職員以外）682,224千円
　
　①給料　　386,503千円
　②手当　　253,829千円
　③共済費　 41,892千円
　・給料表平均改定率（＋3.30％）
　・期末、勤勉手当（＋0.05月）
　・期末手当
　　（市長・副市長・議員＋0.05月、教育長・代表監査＋0.05月）

2.会計年度任用職員に係る給与改定に伴うもの　103,341千円
　
3.職員数の増減等に伴うもの　      ▲671,892千円

　① 中途退職に伴う減　　    　　 ▲421,350千円
　② 再任用職員の増減　　　    　　▲16,349千円
　③ 休職等に伴う減　　　　    　 ▲175,810千円
　④ 新規採用職員の増減　    　　  ▲97,395千円
　⑤ 退職手当の見込の減　　    　　▲13,000千円
　⑥ 職員諸手当等の見込の増減　    　52,012千円

4.特別会計への繰出金　 ▲432千円

令和7年度補正予算歳出事業別内訳（令和7年11月議会追加分）

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課
内容



Ⅱ 特別会計予算 ▲ 432 千円

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 特別会計                ▲432 観光政策課

 補正額 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国民健康保険課

観光施設事業特別会計 0 -        -        -        0 -         地域保健課

国民健康保険事業特別会計 4,598 -        -        -        -          4,598 中央卸売市場

（事業勘定、直営診療施設勘定） 介護保険課

中央卸売市場事業特別会計 1,944 -        -        -        -          1,944 後期高齢者医療室

介護保険事業特別会計 2,941 -        -        -        -          2,941

診療所事業特別会計 ▲ 10,087 -        -        -        -          ▲ 10,087

後期高齢者医療事業特別会計 172 -        -        -        -          172
人事院勧告に基づく民間給与との較差に伴う給与改定の増など、職員等給与
費及び会計年度任用職員の報酬等を補正するもの。

担 当 課
内容

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)



Ⅲ 企業会計予算 ▲ 39,584 千円

国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 水道事業会計             ▲9,460 上下水道局

 補正額 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 総務課

▲ 9,460 -        -        -        ▲ 9,460 -         

2 下水道事業会計            ▲30,124

 補正額 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

▲ 30,124 -        -        -        ▲ 30,124 -         

人事院勧告に基づく民間給与との較差に伴う給与改定の増及び人事
異動に伴う職員構成の変動などによる減など、職員等給与費及び会
計年度任用職員の報酬等を補正するもの。
・職員数の増減等に伴うもの　　　　　　　▲82,575千円
・給与改定に伴うもの　  　　　　　　　　  73,115千円

給与改定等

人事院勧告に基づく民間給与との較差に伴う給与改定の増及び人事
異動に伴う職員構成の変動などによる減など、職員給与費及び会計
年度任用職員の報酬等を補正するもの。
・職員数の増減等に伴うもの　　　　　　　▲64,632千円
・給与改定に伴うもの　　 　　　　　　　　 34,508千円

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課
内容

給与改定等


